東広島市農畜産物の加工所、直売所及び集出荷施設使用の減免に関する内規
	NO
	減免対象及び内容
	減免額

	１
	東広島市（小学校、中学校、幼稚園、保育所を含む）が主催及び共催する場合
	全

	２
	国及び県（大学、高校、小学校、中学校、幼稚園、保育所、独立行政法人を含む）が使用する場合
	全

	３
	学校法人等（私立保育所を含む）が主催する場合
	1/2

	４
	東広島市の100％出資する団体が主催する場合
	全

	５
	東広島市の各所管課が必要と認めた場合
	全

	６
	文化活動、ボランティア活動、福祉活動等の活動を行っている団体で、広く市民に参加の門戸を広げている場合
	1/2

	７
	以下の団体が主催する場合（単位団を含む）

【財産区、行政区、東広島市社会福祉協議会、地区社会福祉協議会、コミュニティづくり推進協議会、公衆衛生推進協議会、保護司会、民生児童委員、シルバー人材センター、ＰＴＡ、東広島市子ども会育成連合会、東広島市女性連合会、東広島市文化連盟、東広島市ユネスコ協会、ボーイスカウト東広島支部、体育協会、町内会、自治会、体育振興会、スポーツ少年団、老人会、いきいきこどもクラブ等】
	全

	８
	市から委嘱を受けた者が組織する団体が主催する場合、あるいは、官公庁より活動補助金を受けている団体（補助金交付の該当年度に限る）
	全

	９
	地方自治法第244条の２第３項に規定する当該施設の指定管理者が必要と認めた場合
	指定管理者


備考１　この内規は平成２０年４月１日から適用する。
２　上記内規は、営利団体及び入場料を徴収する場合は適用されない。
　　３　上記内規該当の団体に対する減免の決定は、指定管理者が行う。ただし、東広島市農畜産物の加工所、直売所及び集出荷施設設置及び管理条例第16条の規定により、市長が臨時に施設の管理運営を行う場合には、減免の決裁は園芸センター所長に委任する。

　　　・減免手続きは、原則として使用するごとに提出するものとする。ただし、同一団体が同一内容で複数回使用する場合は、該当年度の末までは一括して提出することができる。

　　　・NO１の場合に限り減免手続きを省略できるものとする。

　　４　上記内規は、対象団体の趣旨、目的に即した内容で関連行事として使用する場合に限る。

